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北海道電力株式会社 

 

２０１８年度送配電部門収支の算定結果について 
 

○ 電気事業法および電気事業託送供給等収支計算規則(経済産業省令)にもとづき，２０１８年度の送配電部門収支(※１)および送配電部門における超過利潤

（又は欠損）額（※２）を算定いたしましたので，お知らせいたします。 

※１ 当社の収支のうち，電力の託送などを行う送配電部門に係る収支です。 

※２ 託送料金水準の適切性を判断することを目的として定義されたものです。  

 

 

＜２０１８年度送配電部門収支算定結果＞ 
項   目 金 額 

営業収益  (1) ２，２２５億円 

営業費用  (2) ２，２２３億円 

営業利益  (3)=(1)－(2) ２億円 

営業外損益 (4) ▲５７億円 

特別損益  (5) ▲２２億円 

税引前送配電部門当期純利益 

(又は当期純損失)  (6)＝(3)＋(4)＋(5) 
▲７７億円 

法人税等  (7) － 

送配電部門当期純利益 

(又は当期純損失)  (8)＝(6)－(7) 
▲７７億円 

(注) 金額は億円未満の端数を切り捨てています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 
 
 

＜送配電部門における超過利潤(又は欠損)計算結果＞ 
項   目 金 額 

送配電部門当期純利益(又は当期純損失)  (8) ▲７７億円 

送配電部門の事業報酬額  (9) １１１億円 

追加事業報酬額  (10) ▲０億円 

送配電部門の財務費用(株式交付費，株式交付費償却， 

社債発行費及び社債発行費償却を除く。)  (11) 
５９億円 

送配電部門の財務収益(預金利息を除く。)  (12) ４億円 

送配電部門の事業外損益  (13) ０億円 

送配電部門の特別損益  (14) － 

その他の調整額 

(15)＝(16)－(17) 
▲０億円 

 インバランス取引等損益  (16) ▲０億円 

  （インバランス取引損益） ▲２億円 

  （最終保障供給取引損益） ０億円 

 法人税補正額  (17) － 

当期超過利潤額(又は当期欠損額) 

(8)－(9)－(10)＋(11)－(12)－(13)－(14)－(15) 
▲１３３億円 

(注) 金額は億円未満の端数を切り捨てています。 

 
２０１８年度は，経営全般にわたる徹底した効率化に努めたものの，節電や省

エネルギー意識の定着などで電力需要が減少したことに加え，平成３０年北海道
胆振東部地震に伴う特別損益の影響により，１３３億円の欠損となりました。 
人口の減少など地域の電力需要の減少により，引き続き，厳しい収支状況が見

込まれますが，当社は今後も安定供給を前提に経営効率化の徹底に取り組んでま
いります。 

以 上 



第１表

社　内　取　引　明　細　表（１）
２０１８年４月　１日から

２０１９年３月３１日まで

１　社内取引収益及び費用明細表

（単位  百万円）

金　　　　額 金　　　　額

託送収益等取引費用 34,576 基準託送供給料金相当額等取引収益 167,757 

アンシラリーサービス取引費用 10,961 -

振替損失調整額取引費用 571 99 

1,464 

-

375 

2 

47,951 167,857 

（記載注意）
必要に応じ、費用及び収益の算定根拠その他送配電部門の収支の状態を正確に判断するために必要な事項を脚注として記載すること。

（注）金融商品取引法に基づく当社の第95期事業年度（2018年４月１日から2019年３月31日まで）の財務諸表の注記事項に、「重要な後発事象（送配電部門の法的分離に伴う分社化（会社分割））」が記載されている。

２　項目別明細表

（1）基準託送供給料金相当額等取引収益 （単位  百万円）

標準接続送電サービス料金相当額取引収益 118,792 
時間帯別接続送電サービス料金相当額取引収益 28,750 
臨時接続送電サービス料金相当額取引収益 469 
予備送電サービス料金相当額取引収益 241 
夜間最大電力発生時の割引相当額取引収益 △340 

 近接性評価割引相当額取引収益 △694 
 インバランス対応相当額取引収益 4,568 

 インバランスの供給相当額取引収益 15,969 

167,757 

（記載注意）

必要に応じ、収益の算定根拠を脚注として記載すること。

（4）使用済燃料再処理等既発電料受取契約締結分相当額取引収益 （単位  百万円）

 使用済燃料再処理等既発電料受取契約締結分相当額取引収益 -

-
（記載注意）

必要に応じ、費用の算定根拠を脚注として記載すること。

（3）電気事業雑収益相当額取引収益 （単位  百万円）

接続検討料相当額取引収益 0 
 変更賦課金相当額取引収益 -
契約超過金等相当額取引収益 99 

99 
（記載注意）

１　接続検討料相当額取引収益は、接続検討料に、事業者における送配電外部門から当年度中に接続検討依頼を受けた件数を乗じて
　　算定すること。

２　変更賦課金相当額取引収益は、変更賦課金に、当年度の対象電力量を乗じて算定すること。
３　必要に応じ、収益の算定根拠を脚注として記載すること。

費　　　用　　　の　　　部 収　　　益　　　の　　　部
項　　　　目 項　　　　目

 使用済燃料再処理等既発電費相当額取引費用

種類及び名称 金　　　　額

合　計

種類及び名称 金　　　　額

合　計

種類及び名称 金　　　　額

合　計

 使用済燃料再処理等既発電料受取契約締結分相当額取引収益

 電気事業雑収益相当額取引収益

 使用済燃料再処理等既発電費支払契約締結分相当額取引費用

 消耗品費用（社内取引に係るものに限る。）

 最終保障供給対応取引費用
（基準託送供給料金に相当する額を除く。）

合　計 合　計
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社　内　取　引　明　細　表（２）
２０１８年４月　１日から
２０１９年３月３１日まで

（4）託送収益等取引費用 （単位  百万円）

 インバランス対応相当額取引費用 10,802 
 インバランスの買取相当額取引費用 23,774 

34,576 
（記載注意）

必要に応じ、費用の算定根拠を脚注として記載すること。

（5）アンシラリーサービス取引費用 （単位  百万円）

アンシラリーサービス取引費用 10,961 

（記載注意）
必要に応じ、費用の算定根拠を脚注として記載すること。

（6）振替損失調整額取引費用 （単位  百万円）

571 

（記載注意）
必要に応じ、費用の算定根拠を脚注として記載すること。

（7）使用済燃料再処理等既発電費相当額取引費用 （単位  百万円）

接続供給託送収益対応分 316 

基準託送供給料金相当額対応分 1,147 

1,464 

（記載注意）

１　特別高圧需要、高圧需要及び低圧需要ごとに、託送供給等約款の料金率等に含まれる使用済燃料再処理等既発電費等を適用して算定すること。

２　必要に応じ、費用の算定根拠を脚注として記載すること。

（8）使用済燃料再処理等既発電費支払契約締結分相当額取引費用 （単位  百万円）

接続供給託送収益対応分 -
基準託送供給料金相当額対応分 -

-
（記載注意）

１　特別高圧需要、高圧需要及び低圧需要ごとに、託送供給等約款の料金率等に含まれる使用済燃料再処理等既発電費等を適用して算定すること。　　

２　必要に応じ、費用の算定根拠を脚注として記載すること。

（9）消耗品費用 （単位  百万円）

消耗品費用（社内取引に係るものに限る。） 375 

（記載注意）
必要に応じ、費用の算定根拠を脚注として記載すること。

（10）最終保障供給対応取引費用 （単位  百万円）

最終保障供給対応取引費用（基準託送供給料金に相当する額を除く。） 2 

（記載注意）
必要に応じ、費用の算定根拠を脚注として記載すること。

種類及び名称 金　　　　額

合　計

種類及び名称 金　　　　額

種類及び名称 金　　　　額

合　計

種類及び名称 金　　　　額

合　計

種類及び名称 金　　　　額

種類及び名称 金　　　　額
振替損失調整額取引費用

種類及び名称 金　　　　額



第２表

設　備　別　費　用　明　細　表

２０１８年４月　１日から

２０１９年３月３１日まで

(単位　百万円）

役 員 給 与 - - - - - - - 261 261

給 料 手 当 2 26 - 6,138 3,959 7,244 4,928 3,933 26,232

給 料 手 当 振 替 額 （ 貸 方 ） △0 △0 - △ 119 △ 41 △ 369 △ 68 △ 40 △ 639

退 職 給 与 金 - - - - - - - 1,927 1,927

厚 生 費 0 5 - 1,258 646 1,177 898 889 4,877

委 託 検 針 費 - - - - - - - - -

委 託 集 金 費 - - - - - - - - -

雑 給 0 1 - 56 23 438 132 98 749

燃 料 費 - 1,088 - - - - - - 1,088

廃 棄 物 処 理 費 - - - - - - - - -

消 耗 品 費 0 4 - 102 65 156 167 79 575

修 繕 費 13 458 - 3,342 2,923 29,236 - 1,170 37,144

水 利 使 用 料 0 - - - - - - - 0

補 償 費 0 97 - 196 7 56 0 3 362

賃 借 料 0 0 - 1,830 208 3,043 - 1,200 6,284

託 送 料 - - - 6,121 - - - - 6,121

事 業 者 間 精 算 費 - - - 343 - - - - 343

委 託 費 9 270 - 3,106 3,498 5,593 4,500 2,230 19,210

損 害 保 険 料 0 0 - 3 11 6 - 0 22

普 及 開 発 関 係 費 - - - - - - 4 93 97

養 成 費 - - - - - - - 185 185

研 究 費 - - - - - - - 261 261

諸 費 0 1 - 822 295 1,520 971 1,794 5,407

貸 倒 損 - - - - - - △ 9 - △ 9

固 定 資 産 税 2 19 - 1,757 1,145 3,486 - 428 6,841

雑 税 0 1 - 13 52 4 4 46 122

減 価 償 却 費 10 184 - 10,245 7,135 11,305 - 3,298 32,180

固 定 資 産 除 却 費 - 2 - 910 854 2,893 - 207 4,868

共 有 設 備 費 等 分 担 額 - - - - - - - - -

共 有 設 備 費 等 分 担 額 （ 貸 方 ） - - - - - - - - -

地 帯 間 購 入 電 源 費 1,495 1,495

地 帯 間 購 入 送 電 費 - -

他 社 購 入 電 源 費 5,395 5,395

他 社 購 入 送 電 費 - -

非 化 石 証 書 購 入 費 - -

建 設 分 担 関 連 費 振 替 額 （ 貸 方 ） - - - - - - - △ 103 △ 103

附 帯 事 業 営 業 費 用 分 担 関 連 費 振 替 額 （ 貸 方 ） - - - △0 △0 - - △0 △0

使 用 済 燃 料 再 処 理 等 既 発 電 費 支 払 契 約 締 結 分 - - - - - - - - - -

廃 炉 等 負 担 金 - - - - - - - - - -

電 源 開 発 促 進 税 10,944 10,944

事 業 税 2,161 2,161

開 発 費 - -

開 発 費 償 却 - -

電 力 費 振 替 勘 定 （ 貸 方 ） △ 48 △ 48

社 内 取 引 費 用 47,951 47,951

合　　　　　　　　　計 41 2,163 - 36,130 20,787 65,794 11,531 17,965 67,899 222,313

新エネルギー等
発電費

水力発電費 火力発電費

（注）金融商品取引法に基づく当社の第95期事業年度（2018年４月１日から2019年３月31日まで）の財務諸表の注記事項に、「重要な後発事象（送配電部門の法的分離に伴う分社化（会社分割））」が記載されている。

　　必要に応じ,費用の算定根拠を脚注として記載すること。

送電費 一般管理費 その他の費用 合　　計

（記載注意）

変電費 配電費 販売費



第３表

送 配 電 部 門 収 支 計 算 書

２０１８年４月　１日から

２０１９年３月３１日まで

(単位　百万円）

金　　額 金　　額

営業費用 222,313 営業収益 222,573

水力発電費 41 電灯料 819

火力発電費 2,163 電力料 790

新エネルギー等発電費 - 地帯間販売電源料 651

地帯間購入電源費 1,495 地帯間販売送電料 -

地帯間購入送電費 - 他社販売電源料 -

他社購入電源費 5,395 　（インバランス対応取引収益） -

　（インバランス対応取引費用） 790 託送収益 50,580

　（インバランスの買取りに係る費用） 3,208 接続供給託送収益 50,544

他社購入送電費 - 　（インバランスの供給に係る収益） 18,524

非化石証書購入費 - その他託送収益 35

送電費 36,130 使用済燃料再処理等既発電料受取契約締結分 -

変電費 20,787 事業者間精算収益 40

配電費 65,794 電気事業雑収益 1,834

販売費 11,531 遅収加算料金 △0

一般管理費 17,965 社内取引収益 167,857

使用済燃料再処理等既発電費支払契約締結分 - 　（インバランス対応相当額取引収益） 4,568

廃炉等負担金 - 　（インバランスの供給相当額取引収益） 15,969

電源開発促進税 10,944

事業税 2,161

開発費 -

開発費償却 -

電力費振替勘定（貸方） △ 48

社内取引費用 47,951

　（インバランス対応相当額取引費用） 10,802

　（インバランスの買取相当額取引費用） 23,774

営業利益（又は営業損失） 260

営業外費用 6,598 営業外収益 866

財務費用 6,269 財務収益 463

（株式交付費） 92 （預金利息） 0

（株式交付費償却） -

（社債発行費） 201

（社債発行費償却） -

事業外費用 329 事業外収益 402

特別損失 2,264 特別利益 -

△ 7,736

法人税等 -

△ 7,736

（送配電部門収支計算書等における注記）

分社化（会社分割））」が記載されている。

　　（３）重要な後発事象に関する注記

　　　　金融商品取引法に基づく当社の第９５期事業年度（2018年4月1日から2019年3月31日まで）の財務諸表の注記事項に、「重要な後発事象（送配電部門の法的分離に伴う

　　　　一般送配電事業者の託送等の業務区分に応じた会計の整理は、電気事業託送供給等収支計算規則第２条第１項に定める事業者に係る託送供給等収支配分基準及び第２項

　　　の規定により経済産業大臣に届け出た基準に基づき会計整理をしている。

    （１）送配電部門収支計算書等の作成基準

　      本送配電部門収支計算書等は電気事業託送供給等収支計算規則（平成18 年 経済産業省令第２号）第２条第１項及び第２項に基づいて作成している。

　　３　必要に応じ,費用及び収益の算定根拠その他送配電部門の収支の状態を正確に判断するために必要な事項

　　（２）託送供給等収支配分基準

収益の部

項　　　　目 項　　　　目

税引前送配電部門当期純利益（又は税引前送配電部門当
期純損失）

送配電部門当期純利益（又は送配電部門当期純損失）

費用の部

（記載注意）

　　次に掲げる事項について,脚注として記載すること。

　　１　送配電部門収支計算書の作成に関する会計方針（重要なものに限り,その採用が原則とされているものを除く。）

　　２　会計方針の変更をしたときは,その旨及びその変更による増減額（ただし,変更又は変更による影響が軽微であるときは,その旨又はその増減額の記載を要しない。）



第　４　表

電気事業固定資産及び固定資産仮勘定 （単位　　百万円）

工事費 減価償却 帳簿原価 工事費負担 減価償却累 工事費 減価償却
負担金等 累計額 増減額 金等増減額 計額増減額 負担金等 累計額

水力発電設備 660                       - 493 166 0                       - 10 660                       - 503 156
土地                       -                       -                       -                       -                       -                       -                       -                       -                       -                       -                      -
建物 80                       - 69 11                       -                       - 0 80                       - 70 10
構築物 308                       - 204 103                       -                       - 4 308                       - 209 99
機械装置 268                       - 217 50 0                       - 5 268                       - 223 45
備品 2                       - 0 1                       -                       - 0 2                       - 0 1
リース資産                       -                       -                       -                       -                       -                       -                       -                       -                       -                       -                      -
資産除去債務相当資産                       -                       -                       -                       -                       -                       -                       -                       -                       -                       -                      -
無形固定資産 0                       - 0                       -                       -                       -                       - 0                       - 0                      -

火力発電設備 6,737                       - 5,327 1,410 65                       - 184 6,803                       - 5,511 1,291
土地 32                       -                       - 32                       -                       -                       - 32                       -                       - 32
建物 1,312                       - 1,030 281 36                       - 18 1,348                       - 1,048 300
構築物                       -                       -                       -                       -                       -                       -                       -                       -                       -                       -                      -
機械装置 5,370                       - 4,274 1,095 28                       - 167 5,398                       - 4,442 956
備品 21                       - 21 0 0                       - △ 0 22                       - 20 1
リース資産                       -                       -                       -                       -                       -                       -                       -                       -                       -                       -                      -
資産除去債務相当資産                       -                       -                       -                       -                       -                       -                       -                       -                       -                       -                      -
無形固定資産 0                       -                       - 0                       -                       -                       - 0                       -                       - 0

新エネルギー等発電設備                       -                       -                       -                       -                       -                       -                       -                       -                       -                       -                      -
土地                       -                       -                       -                       -                       -                       -                       -                       -                       -                       -                      -
建物                       -                       -                       -                       -                       -                       -                       -                       -                       -                       -                      -
構築物                       -                       -                       -                       -                       -                       -                       -                       -                       -                       -                      -
機械装置                       -                       -                       -                       -                       -                       -                       -                       -                       -                       -                      -
備品                       -                       -                       -                       -                       -                       -                       -                       -                       -                       -                      -
リース資産                       -                       -                       -                       -                       -                       -                       -                       -                       -                       -                      -
資産除去債務相当資産                       -                       -                       -                       -                       -                       -                       -                       -                       -                       -                      -
無形固定資産                       -                       -                       -                       -                       -                       -                       -                       -                       -                       -                      -

送電設備 524,829 16,011 362,664 146,152 37,144 323 8,623 561,974 16,335 371,288 174,350
土地 14,251 61                       - 14,189 47                       -                       - 14,298 61                       - 14,237
建物 1,751 77 1,308 365 711 △ 0 54 2,463 77 1,363 1,022
構築物 433,938 14,169 311,855 107,914 30,306 317 6,862 464,245 14,487 318,717 131,040
機械装置 39,754 1,066 31,126 7,561 1,367 7 300 41,122 1,073 31,426 8,621
備品 981                       - 920 61 2                       - 20 984                       - 940 43
リース資産 425                       - 260 164 △ 1                       - △ 16 424                       - 244 179
資産除去債務相当資産                       -                       -                       -                       -                       -                       -                       -                       -                       -                       -                      -
無形固定資産 33,725 636 17,193 15,895 4,709 △ 1 1,402 38,435 635 18,595 19,204

変電設備 348,272 18,539 247,372 82,360 25,817 121 4,853 374,090 18,661 252,226 103,202
土地 12,953 172                       - 12,781 696 0                       - 13,650 172                       - 13,478
建物 36,849 2,655 24,901 9,292 4,288 1 78 41,137 2,656 24,979 13,500
構築物                       -                       -                       -                       -                       -                       -                       -                       -                       -                       -                      -
機械装置 293,669 15,708 217,847 60,112 21,560 120 5,519 315,229 15,828 223,367 76,033
備品 4,493 2 4,421 69 △ 760                       - △ 731 3,732 2 3,689 40
リース資産 118                       - 82 36 △ 33                       - △ 25 85                       - 56 28
資産除去債務相当資産                       -                       -                       -                       -                       -                       -                       -                       -                       -                       -                      -
無形固定資産 188                       - 120 68 66                       - 12 254                       - 132 121

区　　　　　分
帳簿原価 帳簿価額 帳簿価額帳簿原価

固 定 資 産 明 細 表　（１）

２０１８年４月　１日から
２０１９年３月３１日まで

期　中　増　減　額期　首　残　高 期　末　残　高
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電気事業固定資産及び固定資産仮勘定 （単位　　百万円）

工事費 減価償却 帳簿原価 工事費負担 減価償却累 工事費 減価償却
負担金等 累計額 増減額 金等増減額 計額増減額 負担金等 累計額

配電設備 681,254 19,550 378,790 282,913 9,580 508 7,333 690,835 20,058 386,123 284,652
土地 198                       -                       - 198 △ 13                       -                       - 184                       -                       - 184
建物 2,012                       - 1,439 572 △ 52                       - △ 6 1,959                       - 1,433 526
構築物 504,238 14,519 291,059 198,659 7,388 487 6,739 511,626 15,006 297,798 198,821
機械装置 170,109 5,030 83,178 81,901 2,563 21 546 172,673 5,052 83,724 83,896
備品 1,192                       - 1,133 58 21                       - 30 1,213                       - 1,164 49
リース資産 1,979                       - 1,222 756 △ 340                       - △ 217 1,638                       - 1,005 633
資産除去債務相当資産                       -                       -                       -                       -                       -                       -                       -                       -                       -                       -                      -
無形固定資産 1,522                       - 756 766 14                       - 240 1,537                       - 996 540

業務設備 97,725 891 71,238 25,594 3,998 316 3,709 101,723 1,208 74,947 25,567
土地 4,042                       -                       - 4,042 31                       -                       - 4,073                       -                       - 4,073
建物 45,450 29 35,461 9,959 1,225 0 1,452 46,675 29 36,914 9,731
構築物 285                       - 161 123 5                       - 10 291                       - 172 119
機械装置 45,788 862 33,820 11,105 2,690 316 2,241 48,478 1,178 36,062 11,238
備品 1,420                       - 1,383 37 △ 1                       - 3 1,419                       - 1,386 32
リース資産 666                       - 393 272 △ 22                       - △ 4 643                       - 388 255
資産除去債務相当資産                       -                       -                       -                       -                       -                       -                       -                       -                       -                       -                      -
無形固定資産 71                       - 18 53 69                       - 4 140                       - 23 117

建設仮勘定 58,096                       -                       - 58,096 △ 35,606                       -                       - 22,489                       -                       - 22,489
水力発電設備                       -                       -                       -                       -                       -                       -                       -                       -                       -                       -                      -
火力発電設備                       -                       -                       -                       -                       -                       -                       -                       -                       -                       -                      -
新エネルギー等発電設備                       -                       -                       -                       -                       -                       -                       -                       -                       -                       -                      -
送電設備 30,895                       -                       - 30,895 △ 21,772                       -                       - 9,122                       -                       - 9,122
変電設備 20,040                       -                       - 20,040 △ 15,765                       -                       - 4,274                       -                       - 4,274
配電設備 4,712                       -                       - 4,712 △ 303                       -                       - 4,408                       -                       - 4,408
業務設備 2,447                       -                       - 2,447 2,235                       -                       - 4,683                       -                       - 4,683

1,717,574 54,992 1,065,886 596,695 41,000 1,270 24,715 1,758,575 56,263 1,090,602 611,709
（記載注意）
　１　次に掲げる事項について，脚注として記載すること。

（１）　固定資産明細表の作成に関する会計方針（重要なものに限り，その採用が原則とされているものを除く。）
　　　　　有形固定資産は定率法によっている。
　　　　　無形固定資産は定額法によっている。
（２）　会計方針の変更をしたときは，その旨及びその変更による増減額（ただし，変更又は変更による影響が軽微であるときは，その旨又はその増減額の記載を要しない。）
（３）　償却年数又は残存価額の変更（軽微なものを除く。）をしたときは，その旨
（４）　送電設備及び変電設備に係る期中帳簿原価増減額のうち主たるものについては，主要件名別帳簿原価期中増減明細として期中増加額及び期中減少額

　２　必要に応じ，資産の状態を正確に判断するために必要な事項を記載すること。

（注）
１．帳簿原価，減価償却費，帳簿価額は，共用固定資産を除いた値を記載している。

２．主要件名別帳簿原価期中増減明細

送電設備 期中増加　　北斗今別直流幹線新設 26,204 百万円
期中増加　　北本連系増強関連通信回線新設（東北分） 2,190 百万円
期中増加　　東北側交流送電線連系 1,351 百万円

変電設備 期中増加　　北斗変換所・今別変換所新設 22,819 百万円 期中減少　　諸車除却（旭川変電） △ 386 百万円
期中増加　　幌満第二変電所再設 607 百万円 期中減少　　諸車除却（釧路変電） △ 381 百万円
期中増加　　山田変電所新設 593 百万円

３．金融商品取引法に基づく当社の第95期事業年度（2018年４月１日から2019年３月31日まで）の財務諸表の注記事項に、「重要な後発事象（送配電部門の法的分離に伴う分社化（会社分割））」が記載されている。

合計

固 定 資 産 明 細 表　（２）

２０１８年４月　１日から
２０１９年３月３１日まで

期　首　残　高 期　中　増　減　額 期　末　残　高
区　　　　　分

帳簿原価 帳簿価額 帳簿原価 帳簿価額
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超　過　利　潤　計　算　書

２０１８年４月　１日から

２０１９年３月３１日まで

(単位　百万円）

金　　　額

送配電部門当期純利益（又は送配電部門当期純損失）（①） △ 7,736

送配電部門の事業報酬額（②） 11,143

追加事業報酬額（③） △ 56

5,974

送配電部門の財務収益（預金利息を除く。）（⑤） 463

送配電部門の事業外損益（⑥） 72

送配電部門の特別損益（⑦） -

その他の調整額(⑩=⑧-⑨) △ 67

インバランス取引等損益(⑧) △ 67

　　　（インバランス取引損益） △ 286

　　　（最終保障供給取引損益） 1

法人税補正額(⑨) -

当期超過利潤額(又は当期欠損額)(⑪=①-②-③+④-⑤-⑥-⑦-⑩) △ 13,317

うち想定原価と実績費用との乖離額 △ 2,086

　　１　送配電部門の事業報酬額は、託送供給等約款の料金を設定した際に送配電部門電気事業報酬額として整理された額を原価算定期間の年数で除して得た額とすること。

　　２　追加事業報酬額は、託送供給等約款の料金を設定した際に算定した額を原価算定期間の年数で除して得た額とすること。

　　７　想定原価と実績費用の乖離額は、託送供給等約款の料金を設定した際に整理された送配電関連原価の合計額を原価算定期間の年数で除して得た額と実際に発生した費用の額との差額とすること。

　　８　必要に応じ、金額の算定根拠を脚注として記載すること。

　　（注１）送配電部門の特別損益の算定

　　送配電部門の特別損益（⑦）には、災害に起因する特別損失を含まない額を記載している。

項　　　　　　　目

送配電部門の財務費用（株式交付費、株式交付費償却、社債発行費及び社債発行費償却を除く。）（④）

（記載注意）

　　３　インバランス取引等損益は、インバランスの取引及び最終保障供給に係る収益からインバランスの取引及び最終保障供給に係る費用を控除した額等とすること。

　　６　法人税補正額は、送配電部門の財務収益（預金利息を除く。）、送配電部門の事業外損益、送配電部門の特別損益、インバランス取引等損益の合計額に法定実効税率を乗じて得た額とすること。

　　４　インバランス取引損益は、様式第１第11表のインバランス収支計算書に記載された営業利益（又は営業損失）の額とすること。

　　５　最終保障供給取引損益は、最終保障供給に係る収益（基準託送供給料金に相当する額を除く。）から最終保障供給に係る費用（基準託送供給料金に相当する額を除く。）　を控除した額とすること。
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平均帳簿価額： 604,202

事業報酬率： 2.9%

　　１　前期超過利潤累積額（又は前期欠損累積額）は、この省令の規定により公表された最近の当期超過利潤累積額（又は当期欠損累積額）を記載すること。

　　　　ただし、事業年度（開始の日を除く。）及び翌事業年度の開始の日において託送算定規則第25条第１項の規定により設定した料金を実施する場合は、零とする

　　　　こと。

　　２　還元額は、託送供給等約款の料金を設定した際に事業者が定めた額を原価算定期間の年数で除して得た額を基に算定すること。

　　３　当期超過利潤累積額（又は当期欠損累積額）は、事業年度（開始の日を除く。）において託送算定規則第25条第１項の規定により設定した料金を実施する場合は

　　　　当該実施後の当期超過利潤額（又は当期欠損額）に相当する額を記載することとし、翌事業年度の開始の日において託送算定規則第25条第１項の規定により設

　　　　定した料金を実施する場合は、零とすること。

　　４　一定水準額は、送配電部門に係る固定資産の期首と期末における帳簿価額を平均した額（以下「平均帳簿価額」という。）に託送供給等約款の料金を設定した際

　　　　に算定した事業報酬率（平成24年７月25日以降改正法第１条の規定による改正前の法（以下「旧法」という。）第19条第１項の認可を受けた一般送配電事業者た

　　　　る法人にあっては、改正法の施行の日の翌日以降に法第18条第１項の規定による託送供給等約款の認可があったとき、同条第５項の規定による託送供給等約

　　　　款の変更の届出があったとき、又は法第19条第２項の規定による変更があったときまでの間は、直近の旧法第24条の３第１項の規定による届出に係る託送供給

　　　　約款の料金を設定した際に算定した事業報酬率（以下単に「事業報酬率」という。）乗じて算定すること。

　　５　平均帳簿価額及び事業報酬率を、備考欄に記載すること。

　　６　一定水準超過額は、零を下回る場合にあっては零とすること。

　　７　前期乖離額累積額は、この省令の規定により公表された最近の当期乖離額累積額を記載すること。ただし、事業年度（開始の日を除く。）及び翌事業年度の開始

　　　　の日において託送算定規則第19条第１項の規定により設定した料金を実施する場合は、零とすること。

　　８　当期乖離額累積額は、事業年度（開始の日を除く。）において託送算定規則第25条第１項の規定により設定した料金を実施する場合は当該実施後の当期乖離額

  　　　累積額に相当する額を記載することとし、翌事業年度の開始の日において託送算定規則第25条第１項の規定により設定した料金を実施する場合は、零とすること。

　　９　必要に応じ、金額の算定根拠を脚注として記載すること。

超　過　利　潤　累　積　額　管　理　表

２０１８年４月　１日から

２０１９年３月３１日まで

（単位　百万円）　　　　
項　　　目 金　　額 備　　　考

　前期超過利潤累積額（又は前期欠損累積額）(①)
　（うち前期乖離額累積額）（⑦） △ 22,944 (18,313)

　当期超過利潤額（又は当期欠損額）(②)
　（うち想定原価と実績費用との乖離額）（⑧） △ 13,317 (△ 2,086)

　還元額(③) －

　当期超過利潤累積額（又は当期欠損累積額）(④＝①+②-③)
　（うち当期乖離額累積額）（⑨＝⑦＋⑧） △ 36,262 (16,227)

（記載注意）

　一定水準額(⑤)
17,521

　一定水準超過額(⑥＝④-⑤) -
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　　１　当期投資額及び投資累積額は、期中に工事費負担金等を受領した場合には、当期投資額及び投資累積額からその受領した工事費負担
　　　　金等に相当する額を控除した額とすること。
　　２　必要に応じ、設備の状態を正確に判断するために必要な事項を記載すること。

（注） 件名ごとの当期投資額および投資累積額については、今後の資材契約交渉を行うにあたり工事費低減の支障となる恐れがあることから、
　　　非開示としている。

北斗今別直流幹線［竣工済］ 北斗変換所～今別変換所

東京中部間直流連系設備関連（東京電力パワーグリッド分）
［未竣工］
①飛騨信濃直流幹線
②新信濃交直変換設備
③その他関連工事

①中部電力　飛騨変換所～新信濃変電所
②長野県東筑摩郡朝日村

東京中部間直流連系設備関連（中部電力分）
［未竣工］
①飛騨分岐線
②飛騨変換所
③その他関連工事

①越美幹線No.115～飛騨変換所
②岐阜県高山市

南早来変電所［未竣工］ 北海道勇払郡安平町

北斗変換所［竣工済］ 北海道北斗市

今別変換所［竣工済］ 青森県東津軽郡今別町

合　　　計                                          10,187                                          55,327

（記載注意）

宇円別変電所［未竣工］ 北海道釧路市

北江別変電所［未竣工］ 北海道江別市

留辺蘂変電所［竣工済］ 北海道北見市

留辺蘂変電所［未竣工］

特　定　設　備　投　資　額　明　細　表
２０１８年４月　１日から
２０１９年３月３１日まで

（単位　百万円）　　　　

名　　　　称 区　間　又　は　場　所 当　期　投　資　額 投　資　累　積　額

北海道北見市

北海道中川郡中川町（仮称）西中川変電所［未竣工］
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   還元義務額残高

内　部　留　保　相　当　額　管　理　表

２０１８年４月　１日から

２０１９年３月３１日まで

（単位　百万円）　　　　

項　　　目 金　　額 備　　　考

　前期内部留保相当額(①) △ 70,936

　当期超過利潤額（又は当期欠損額）(②) △ 13,317

　当期特定設備投資額(⑥) 10,187

　還元額(③) -

　インバランス取引損益(④) △ 286

　当期内部留保相当額(⑦＝①＋②－③＋④＋⑤－⑥) △ 94,726

（記載注意）

　1 前期内部留保相当額は、この省令の規定により公表された最近の当期内部留保相当額を記載すること。

　2 還元義務額残高（この省令の規定により公表された最近の還元義務額残高にこの省令の規定により公表された最近の一定水準超過額に一から効率化比率を控除して
　　得た率を乗じて得た額を加えて得た額から、還元額を控除して得た額とする。）を、備考欄に記載すること。

-

　最終保障供給取引損益(⑤) 1



　第９表

　　１　想定原価は、託送供給等約款の料金を設定した際に整理された送配電関連原価の合計額とすること。
　　２　想定需要量は、託送供給等約款の料金を設定した際に整理された送配電関連需要の量とすること。
　　３　実績費用は、実際に発生した費用の額とすること。
　　４　実績需要量は、実際に発生した需要の量とすること。
    ５　想定原価及び想定需要量は、原価算定期間の合計を記載すること。
    ６　実績費用及び実績需要量は、原価算定期間の年数に対応した直近の事業年度の合計を記載すること。

（注１）乖離率計算書に表示される想定原価および想定需要量
  乖離率計算書に表示される情報のうち想定原価および想定需要量は、「第３表（注）１．送配電部門収支計算書等の作成基準」に従い、
　平成27年12月18日に経済産業大臣に認可を受けた託送供給等約款における料金設定の際に整理された送配電関連原価の合計額および
　送配電関連需要の量を記載している。

  

　想定原価（百万円）（①）                                        573,913

　想定需要量（百万kWh）（②）                                          95,832

乖離率計算書

１．乖離率（補正前）

項　　　　　　　　　　　目 値 備　　考

　想定原価及び想定需要量は、2016年４月から2019年３月までの３年の合計とした。

（記載注意）

　実績費用及び実績需要量は、2016年４月から2019年３月までの３年の合計とした。

　想定単価（円／kWh）（③＝①／②）                                             5.99

　実績費用（百万円）（④）                                        574,755

　実績需要量（百万kWh）（⑤）                                          89,085

　実績単価（円／kWh）（⑥＝④／⑤）                                             6.45

　乖離率（％）（（⑥／③－１）×100） 7.68

２．乖離率（補正後）

（注１）
　記載注意１に係る補正を行う費用項目については、一般送配電事業託送供給等約款料金算定規則において送配電関連可変費として整理されるも
　のとした。

（注２）
　記載注意２に係る補正後実績需要量については、電力広域的運営推進機関の定める「需要想定要領 Ⅱ．４ 気象補正」により補正した量とした。

（記載注意）

　補正後実績需要量（百万kWh）（⑧） 89,195

　補正後実績単価（円／kWh）（⑨＝⑦／⑧） 6.44

　１　補正後実績費用は、実績費用をもとに、需要の補正に伴い変動した販売電力量のみによって変動する費用を補正する額とすることとし、かつ、
　　　補正を行った費用項目を脚注として記載すること。

　２　補正後実績需要量は、実績需要量をもとに原則気温により変動した値を補正した需要の量とすることとし、かつ、補正後実績需要量の算定根拠
　　　を脚注として記載すること。

　補正後乖離率（％）（（⑨／③－１）×100） 7.51

項　　　　　　　　　　　目 値 備　　考

　補正後実績費用（百万円）（⑦） 574,829



第10表

離　島　供　給　収　支　計　算　書

２０１８年４月　１日から
２０１９年３月３１日まで

（単位  百万円）

金　　　　額 金　　　　額

営業費用 2,906 営業収益 2,552
水力発電費 41 548
火力発電費 2,163
新エネルギー等発電費 - 　（燃料費調整分） △0
他社購入電源費 560 電力料（離島供給に係る収益に限り、基準託送 605
非化石証書購入費 -
販売費 141 　（燃料費調整分） △0

他社販売電源料 -
託送収益 298
　接続供給託送収益 298
　（離島ユニバーサルサービス費） 379
　（燃料費調整分） △ 80
電気事業雑収益 21
遅収加算料金 △0
社内取引収益 1,078
（離島ユニバーサルサービス費相当額） 1,373
（燃料費調整分相当額） △ 295

営業利益(又は営業損失) △ 354

営業外費用 21 営業外収益 8
財務費用 17 財務収益 5
（株式交付費） 0 （預金利息） 0
（株式交付費償却） -
（社債発行費） 0
（社債発行費償却） -
事業外費用 4 事業外収益 3

特別損失 - 特別利益 -
税引前離島部門当期純利益(又は税引前離島部 △ 366
　門当期純損失）
法人税等 -
離島部門当期純利益(又は離島部門当期純損失） △ 366

（記載注意）
　　１　次に掲げる事項について、脚注として記載すること。
　　　　（１）離島供給収支計算書の作成に関する会計方針（重要なものに限り、その採用が原則とされているものを除く。）
　　　　（２）会計方針の変更をしたときは、その旨及びその変更による増減額（ただし、変更又は変更による影響が軽微であるときは、その旨又はその増減額の記載を要
　　　　　　　しない。）
　　　　（３）　必要に応じ、費用及び収益の算定根拠その他送配電部門の収支の状態を正確に判断するために必要な事項
　　２　法人税等については、税引前離島部門当期純利益に法定実効税率を乗じて得た額を計上する。
　　３　該当すべき事項がないときは、表の作成又は記載を省略することができる。

（離島収支計算書等における注記）

　　　（送配電部門の法的分離に伴う分社化（会社分割））」が記載されている。

費　　　用　　　の　　　部 収　　　益　　　の　　　部
項　　　　目 項　　　　目

 電灯料（離島供給に係る収益に限り、基準託送
 　供給料金に相当する額を除く。）

 　供給料金に相当する額を除く。）

　　（１）重要な後発事象に関する注記
　　　　金融商品取引法に基づく当社の第95期事業年度（2018年４月１日から2019年３月31日まで）の財務諸表の注記事項に、「重要な後発事象



第１１表

２０１８年４月　１日から
２０１９年３月３１日まで

（単位  百万円）

金　　　　額 金　　　　額

営業費用 39,999 営業収益 39,713
地帯間購入電源費 1,424 地帯間販売電源料 651
他社購入電源費 3,998 他社販売電源料 -
　（インバランス対応取引費用） 790 　（インバランス対応取引収益） -
　（インバランスの買取りに係る費用） 3,208 託送収益 18,524
社内取引費用 34,576 　接続供給託送収益 18,524
　（インバランス対応相当額取引費用） 10,802 　　（インバランスの供給に係る収益） 18,524
　（インバランスの買取相当額取引費用） 23,774 　　　　（インバランスリスク料に係る収益） 4

社内取引収益 20,537
　（インバランス対応相当額取引収益） 4,568
　（インバランスの供給相当額取引収益） 15,969
　　　　（インバランスリスク料相当額取引収益） 87

営業利益（又は営業損失） △ 286

（記載注意）
　　次に掲げる事項について、脚注として記載すること。
　　１　インバランス収支計算書の作成に関する会計方針（重要なものに限り、その採用が原則とされているものを除く。）
　　２　会計方針の変更をしたときは、その旨及びその変更による増減額（ただし、変更又は変更による影響が軽微であるときは、その旨又はその増減額の記載を
　　　　要しない。）
　　３　必要に応じ、費用及び収益の算定根拠その他送配電部門の収支の状態を正確に判断するために必要な事項
　　４　インバランスの供給に係る電力量（kWh）及びインバランスの買取りに係る電力量（kWh）
　　５　インバランスリスク料に係る収益は、電気事業者による再生可能エネルギー電気の調達に関する特別措置法施行規則（平成24年経済産業省令第46号）
　　　　第21条第2号に掲げる額を記載すること。

　（注３）2018年度におけるインバランスの供給に係る電力量の確定値は2,270百万kWh、インバランスの買取りに係る電力量の確定値は1,805百万kWhである。

　（注４）インバランスの供給に係る電力量及びインバランスの買取りに係る電力量については、集約期間における三十分を単位とした同一の時間帯において、
　　　　　バランシンググループ毎の電力量を積み上げる方法で算出している。

　（注５）金融商品取引法に基づく当社の第95期事業年度（2018年４月１日から2019年３月31日まで）の財務諸表の注記事項に、「重要な後発事象
　　　　　（送配電部門の法的分離に伴う分社化（会社分割））」が記載されている。

インバランス収支計算書

　（注１）　インバランス収支計算書の算定
　　　　財務諸表作成時点で未確定のインバランス料金に係る精算額は見積値により計上している。
　　　なお、2018年度における確定値は、営業費用39,997百万円（地帯間購入電源費1,424百万円、他社購入電源費3,996百万円、社内取引費用34,576百万円）
　　　及び営業収益38,460百万円（地帯間販売電源料651百万円、託送収益17,271百万円、社内取引収益20,537百万円）である。

　（注２）インバランス収支計算書におけるインバランスの供給に係る電力量は2,347百万kWh、インバランスの買取りに係る電力量は1,803百万kWhである。

費　　　用　　　の　　　部 収　　　益　　　の　　　部
項　　　　目 項　　　　目




